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○小千谷地域広域事務組合安全衛生管理規程
平成元年3月31日
訓令第1号
小千谷地域広域事務組合安全衛生管理規程(昭和63年小千谷地域広域事務組合訓令第9号)の全部を改正する。
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附則
第1章　総則
(目的)
第1条　この規程は、小千谷地域広域事務組合(以下「組合」という。)における職場及び職員の安全と衛生管理について必要な事項を定め、快適な職場環境の形成を促進するとともに職員の健康の保持増進に資することを目的とする。
(法令との関係)
第2条　組合における職場及び職員の安全と衛生管理については、労働安全衛生法(昭和47年法律第57号。以下「法」という。)及び地方公務員法(昭和25年法律第261号)並びにこれらに基づく命令(以下「安全衛生管理に関する法令」という。)に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。
(定義)
第3条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1)　職員　組合に勤務する職員をいう。
(2)　所属長　事務局にあっては事務局長、消防本部にあっては消防長、消防署にあっては署長をいう。
(3)　出先事業場　次に掲げるものをいう。
ア　衛生センター清流園
イ　時水清掃工場
ウ　クリーンスポット大原
エ　消防署　川口出張所
(所属長の責務)
第4条　所属長は、当該所属における安全衛生管理についての責任者として、所属職員の安全と健康の保持増進に努めなければならない。
(衛生管理者の責務)
第5条　衛生管理者は、安全衛生に関する法令及びこの規程の定めるところに従い、誠実にその職務を遂行しなければならない。
(職員の責務)
第6条　職員は、所属長その他安全衛生管理に携わる者が、安全衛生に関する法令及びこの規程に基づいて講ずる安全と健康を確保するための措置に積極的に協力しなければならない。
2　職員は、常に自己管理を図り最良の健康状態を保持するとともに、快適な職場環境の形成に努めなければならない。
3　職員は、職務の執行に際し、安全衛生に関して意見があるときは努めて意見を申し述べなければならない。
第2章　安全管理体制
第1節　衛生管理者等
(衛生管理者)
第7条　組合に法第12条の規定による衛生管理者を置く。
2　衛生管理者は、職員で法に定める資格を有する者のうちから組合管理者が任命する。
3　衛生管理者は、次の各号に掲げる事務を掌理する。
(1)　職場環境の衛生上の調査及び改善に関すること。
(2)　衛生教育に関すること。
(3)　健康診断、健康相談、その他職員の健康の保持増進に必要な事項に関すること。
(4)　休職者、長期欠勤者、その他健康に異常のある者に関すること。
(5)　健康障害の防止に関すること。
(6)　その他衛生管理に関すること。
4　衛生管理者は、前項各号に掲げる事務に関して必要に応じ、所属長に対し改善指導等についての意見を具申することができる。
(安全衛生推進者等)
第8条　法第12条の2の規定により、第3条第3号ア、イに掲げる出先事業場に安全衛生推進者を置き、同条同項同号ウ、エに掲げる出先事業場に衛生推進者を置く。
2　安全衛生推進者及び衛生推進者は、職員で法に定める資格を有する者のうちから組合管理者が任命する。
3　安全衛生推進者は、前条第3項各号に掲げる事務のほか次の各号に掲げる事務を担当する。
(1)　危険防止に関すること。
(2)　安全教育に関すること。
(3)　公務災害の原因調査及び再発防止対策に関すること。
(4)　安全管理に関する記録整備に関すること。
(5)　その他安全管理に関すること。
4　衛生推進者は、前条第3項各号に掲げる事務を担当する。
5　安全衛生推進者及び衛生推進者(以下「安全衛生推進者等」という。)は、第3項及び第4項に掲げる事務に関して必要に応じ、所属長に対し改善指導等についての意見を具申することができる。
(衛生管理者等の氏名の周知)
第9条　組合管理者は、衛生管理者及び安全衛生推進者等(以下「衛生管理者等」という。)を選任したときは、その者の氏名を職場の見やすい箇所に掲示する等により関係職員に周知させなければならない。
(産業医)
第10条　組合に、法第13条の規定による産業医を置く。
2　産業医は、労働衛生に関する知識を有する医師のうちから組合管理者が委嘱する。
3　産業医は、次の各号に掲げる業務を行う。
(1)　健康診断の実施及び健康に異常のある者の療養指導等、職員の健康管理に関すること。
(2)　健康教育、健康相談等職員の健康の保持増進のための施策に関すること。
(3)　衛生教育に関すること。
(4)　職場の巡回点検指導等、職場環境の維持管理に関すること。
(5)　健康障害の原因調査及び再発防止のための医学的処置に関すること。
(6)　その他医学的専門的立場から、職員の健康管理について必要な事項に関すること。
4　産業医は、前項各号に掲げる事項に関し、組合管理者及び所属長に対して勧告し、また、衛生管理者等に対して指導若しくは助言することができる。
(作業主任者)
第11条　別表第1に掲げる作業を行う作業場に、法第14条及びこの規程で定める作業主任者をおく。
2　作業主任者は、職員で法に定める資格を有する者のうちから組合管理者が任命する。
3　作業主任者は、作業の危険防止に関する業務を行う。
第2節　衛生委員会
(衛生委員会)
第12条　組合に、法第18条の規定による衛生委員会(以下「委員会」という。)を置く。
2　委員会は、衛生管理について次の各号に掲げる事項を調査、審議し組合管理者及び所属長に意見を具申するものとする。
(1)　職場環境の整備及び改善に関すること。
(2)　衛生に関する規程の作成に関すること。
(3)　衛生教育の実施計画の作成に関すること。
(4)　健康障害の原因及び再発防止対策に関すること。
(5)　休職者、長期欠勤者その他健康に異常のある者に関すること。
(6)　健康の保持増進を図るための実施計画の作成に関すること。
(7)　その他衛生に関する必要事項
(組織)
第13条　委員会は、委員長及び委員若干人で組織する。
2　委員長は、事務局長をもって充てる。
3　委員は、産業医、衛生管理者及び安全衛生推進者等並びに安全衛生に関し経験を有する職員のうち、組合管理者が任命した者(以下「職員委員」という。)をもって充てる。
4　前項の委員のうち、職員委員の任期は1年とし、再任を妨げない。
(委員長)
第14条　委員長は、委員会を代表し会務を総理する。
2　委員長に事故があったとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指定する委員がその職務を行う。
(会議)
第15条　委員会は、委員長が招集し、委員長が議長となる。
2　委員会は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。
3　議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは議長が決する。
4　議長は、必要があると認めるときは関係者の出席を求め、又は意見を述べさせることができる。
(庶務)
第16条　委員会の庶務は、総務課において行う。
第3章　衛生管理業務
第1節　衛生教育等
(衛生管理者等に対する教育)
第17条　組合管理者は、安全衛生の水準の向上を図るため衛生管理者等に対しこれらの者が従事する業務に関する教育、講習等を行い、また、これらを受ける機会を与えるように努めなければならない。
(一般教育)
第18条　組合管理者は、職員に対し安全衛生及び健康保持に関する知識の向上を図るため、あらかじめ定める教育計画に基づき安全衛生教育を実施しなければならない。
(特別教育)
第19条　組合管理者は、前条に定める教育を実施するほか、次の各号に掲げる職員に対し安全教育を実施しなければならない。
(1)　新たに採用された者
(2)　著しく業務の異なる部署に配置された者
(3)　その他組合管理者が特に必要と認めた者
第2節　健康診断
(健康診断)
第20条　健康診断は、採用時等、定期、特殊定期、臨時の4種とする。
(採用時等健康診断)
第21条　組合管理者は、新たに職員を採用するとき又は配置替えを行ったときは、別表第2に定める健康診断を実施するものとする。
(定期健康診断)
第22条　組合管理者は、1年に1回別表第3に定める定期健康診断を実施するものとする。
(特殊定期健康診断)
第23条　組合管理者は、6月に1回別表第4に定める特殊定期健康診断を実施するものとする。
(臨時健康診断)
第24条　組合管理者は、産業医が必要と認める場合に、職員の全部又は一部について臨時に健康診断を実施するものとする。
(受診の義務)
第25条　職員は、それぞれ指示された期日及び場所において、健康診断を受けなければならない。ただし、長期間傷い疾病のため療養中の者及び休職中の者についてはこの限りでない。
2　健康診断の指定期日にやむを得ない理由で受診できない者は、他の医師による同一項目についての健康診断を受け、その結果を証明する書類を組合管理者に提出しなければならない。
3　所属長は、健康診断が実施される場合には所属の職員のうちに受診もれのないように措置しなければならない。
(健康診断の結果の判定及び報告)
第26条　産業医は、健康診断を実施したときにはその結果を総合し、職員の職務内容及び勤務の強度を考慮して別表第5に定める指導区分を決定し、速やかに組合管理者に報告しなければならない。
(健康診断の結果の通知)
第27条　組合管理者は、産業医が決定した指導区分の結果を所属長及び本人に通知するものとする。
(精密検査)
第28条　所属長は、健康診断の結果異常と認められた職員(以下「健康異常者」という。)に対し、精密検査を受けさせなければならない。
2　精密検査を受けた健康異常者は、その結果を精密検査報告書(様式第1号)により所属長に報告しなければならない。
第3節　健康異常者の管理等
(健康診断の結果に対する措置)
第29条　所属長は、産業医が決定した指導区分及び精密検査報告書をもとに、別表第5に定める事後措置の基準に従い適切な処置を講じなければならない。
(就業禁止)
第30条　所属長は、前条の措置の実施にあたり労働安全衛生規則(昭和47年労働省令第32号。以下「省令」という。)第61条第1項各号の一に該当する職員を就業させてはならない。ただし、同条同項第1号に該当する職員について、伝染予防の措置をした場合はこの限りでない。
2　所属長は、前項の規定により就業を禁止しようとするときはあらかじめ組合管理者の指示を求め、また産業医その他専門の医師の意見を聞かなければならない。
(療養等の義務)
第31条　健康異常者は、主治医、産業医、所属長及び衛生管理者等の指導、指示に従い療養に専念するとともに自己の健康回復に努めなければならない。
2　次の各号に掲げる職員(以下「長期療養者」という。)は、3月ごとに病状報告書(様式第2号)を組合管理者に提出しなければならない。
(1)　結核性疾患により療養休暇を受けている職員
(2)　前号以外の傷い疾病により引き続き1月を越えて療養休暇を受けている職員
(3)　前条の規定により就業禁止を命ぜられている職員
(4)　地方公務員法第28条第2項第1号に掲げる事由に該当して休職を命ぜられている職員
(傷病回復届)
第32条　長期療養者はその傷病が回復し職務に復帰したいときは、傷病回復届(様式第3号)に主治医の診断書を添えて組合管理者に届出し、その承認を得なければならない。
2　組合管理者は、前項の届出のあったときは速やかに第12条の規定による委員会の審査に付し、その具申に基づき必要な措置をとるものとする。
第4節　環境及び精神衛生
(衛生管理者等の巡視)
第33条　衛生管理者等は、少なくとも毎週1回庁舎等を巡視し、職員の安全衛生管理上改善すべき事項があるときは直ちに必要な措置を講じなければならない。
(産業医の巡視)
第34条　産業医は、少なくとも毎月1回庁舎等を巡視し、職員の衛生管理上改善すべき事項があるときは直ちに必要な措置を講じなければならない。
(就業制限及び危険防止の措置)
第35条　所属長は、法第61条第1項に規定するクレーンの運転作業等危険度の高い作業には、資格を持ちその上十分な経験をつんだ職員を担当させなければならない。
2　所属長その他安全衛生に携わる者は、その管理する建物その他の施設について職員の危険及び健康障害を防止するため、安全衛生管理に関する法令及びその他関係法令の定めるところにより必要な措置を講じなければならない。
(精神衛生)
第36条　所属長は、職員の精神的健康を保持するため職場環境の整備に努め、また職務の適応性等を十分観察して管理に適切な措置を講じなければならない。
(業務従事後の健康管理)
第37条　所属長は、職員が消防活動、救急活動その他危険を伴う仕事に従事したときは必要に応じ消毒の実施、医師の診断等健康管理に万全を期さなければならない。
第4章　記録及び報告等
(記録及び報告)
第38条　組合管理者は、第19条から第22条に定める健康診断(第23条第2項で当該職員が受けた健康診断を含む。)の結果に基づき、省令第51条に定める一般健康診断個人票を作成しなければならない。
2　衛生管理者等は、次の各号に掲げる記録を整備し、必要に応じて所属長又は組合管理者に報告しなければならない。
(1)　衛生委員会記録
(2)　衛生教育実施記録
(3)　職員の健康管理(健康管理票)
(4)　健康異常者の状況の記録
(5)　衛生巡視結果の記録
(6)　消毒実施計画の記録
(7)　その他衛生管理上必要な記録
3　組合管理者は、第20条、第21条に定める健康診断を実施したときは、省令第52条に定めるところにより遅滞なく所轄労働基準監督署長に報告しなければならない。
(保存期間)
第39条　各種記録及び報告等の文書の保存期間は次のとおりとする。
(1)　健康診断関係　5年間
(2)　その他のもの　3年間
第5章　雑則
(秘密の保持)
第40条　産業医、衛生管理者等及び衛生委員会委員並びにこれらの関係者は、職務上知り得た秘密を他にもらしてはならない。その職を退いた後においても同様とする。
(その他必要な事項)
第41条　この規程の実施に関し必要な事項は、別に定める。
附　則
この規程は、平成元年4月1日から施行する。
附　則(平成5年4月1日訓令第3号)
この規程は、平成5年4月1日から施行する。
附　則(平成7年3月31日訓令第2号)
この規程は、平成7年4月1日から施行する。
附　則(平成10年3月6日訓令第1号)
この規程は、平成10年4月1日から施行する。
附　則(平成12年12月25日訓令第1号)
この規程は、平成13年1月6日から施行する。
附　則(平成17年3月29日訓令第2号)
この規程は、平成17年4月1日から施行する。
別表第1(第11条関係)
作業主任者を選任すべき作業とその資格及び名称
	作業主任者を選任すべき作業
	作業主任者の資格
	作業主任者の名称

	1　労働安全衛生法施行令(昭和47年政令第318号。以下「政令」という。)第6条第2号に規定するアセチレン溶接装置又はガス集合溶接装置を用いて行う金属の溶接、溶断又は加熱の作業
	ガス溶接作業主任者免許を受けた者
	ガス溶接作業主任者

	2　政令第6条第4号に規定するボイラーの取扱作業
	　
	ボイラー取扱作業主任者

	(1)　伝熱面積の合計が25平方メートル以上500平方メートル未満の場合
	(1)　特級ボイラー技師免許又は1級ボイラー技師免許を受けた者
	

	(2)　電熱面積の合計が25平方メートル未満の場合
	(2)　(1)の者又は2級ボイラー技師免許を受けた者
	

	3　政令第6条第8号に規定する加熱乾燥の作業
	乾燥設備作業主任者技能講習を修了した者
	乾燥設備作業主任者

	4　政令第6条第18号に規定する特定化学物質等を取扱う作業
	特定化学物質等作業主任者技能講習を修了した者
	特定化学物質等作業主任者

	5　政令第6条第21号に規定する酸素欠乏危険場所における作業
	　
	酸素欠乏危険作業主任者

	(1)　次に掲げる作業以外の作業
	(1)　第1種酸素欠乏危険作業主任者技能講習又は第2種酸素欠乏危険作業主任者技能講習を修了した者
	

	(2)　政令別表第6第3の3号、第9号又は第12号に掲げる場所(同号に掲げる場所にあっては、酸素欠乏症にかかるおそれ及び硫化水素中毒にかかるおそれのある場所として厚生労働大臣が定める場所に限る。)における作業
	(2)　第2種酸素欠乏危険作業主任者技能講習を修了した者
	

	6　政令第20条第6号又は第13号に規定するクレーンの運転作業
	クレーン運転業務特別教育講習を修了した者
	クレーン運転作業主任者


別表第2(第21条関係)
採用時等健康診断
	対象者
	検査の項目
	備考

	1　職員として採用しようとする者
	(1)　既往病歴及び業務歴の調査

(2)　自覚症状及び他覚症状の有無

(3)　身長及び体重の測定並びに視力、色神及び聴力の検査

(4)　胸部エックス線検査(結核患者、結核予防法施行規則(昭和26年厚生省令第26号。以下「結核予防規則」という。)第8条第3号に掲げる者及び医師がエックス線直接撮影を必要と認める者については、エックス線間接撮影を省略することができる。)

(5)　血圧の測定並びに尿中の糖及び蛋白の有無の検査

(6)　血液型の検査
	採用時

	2　新たに別表第4に係る業務に従事する者
	新たに従事する業務に応じ、別表第4の検査の項目に掲げる検査
	職員を新たに別表第4に係る業務に従事させようとするとき


(注)　採用又は業務変更の日の前3月以内に上記項目のいずれかについて、健康診断を行った者の採用時等健康診断については、当該検査の項目を省略することができる。
別表第3(第22条関係)
定期健康診断
	区分
	普通検査
	精密検査
	備考

	
	対象者
	検査の項目
	対象者
	検査の項目
	

	1　一般検診
	全職員
	(1)　既往病歴及び業務歴の調査

(2)　身長(25歳以上の者を除く。)及び体重の測定並びに視力、色神及び聴力の検査

(3)　自覚症状及び他覚症状の有無

(4)　胸部エックス線間接撮影(結核患者、結核予防規則第8条第3号に掲げる者及び医師がエックス線直接撮影を必要と認める者を除く。)
	普通検診の結果精密検診を必要とする職員
	(1)　胸部エックス線直接撮影

(2)　赤血球沈降速度検査

(3)　かくたん検査

(4)　その他医師が必要と認める特定の検査
	　

	2　循環器検診
	全職員
	(1)　血圧の測定

(2)　尿中の糖及び蛋白の有無の検査
	
	(1)　心電図検査

(2)　眼底検査

(3)　血液検査(血糖)
	

	3　胃検診
	特定職員
	(1)　胃のエックス線間接撮影
	
	　
	

	4　結核検診
	　
	　
	
	(1)　胸部エックス線直接撮影

(2)　赤血球沈降速度検査

(3)　かくたん検査

(4)　その他医師が必要と認める特定の検査
	


(注)　胃検診の対象者の特定職員とは、職員のうち受診を希望する者をいう。ただし、妊娠中の職員を除く。
別表第4(第23条関係)
特殊定期健康診断
	区分
	対象者
	検査の項目
	備考

	1特化物検診
	特定化学物質を取扱う業務に従事する職員
	(1)　自覚症状の検査

(2)　皮膚所見の有無の検査(皮膚炎等)

(3)　検尿(ウロビリノーゲン・蛋白)

(4)　医師が必要と認めた場合次の検査

ア　尿沈渣検査

イ　肝機能検査

ウ　血液検査(全血比重)

エ　その他特定の検査

(5)　歯科医師による検査
	　

	2救急隊員検診
	救急業務に従事する消防吏員
	(1)　自覚症状の検査

(2)　梅毒血清反応検査

(3)　血清肝炎検査

(4)　その他医師が必要と認める検査
	　


別表第5(第26条、第27条、第29条関係)
	指導区分
	事後措置の基準

	区分
	内容
	

	生活規制の面
	A
	勤務を休む必要のあるもの
	休暇(日単位のものに限る。)又は休職の方法により、療養のため必要な期間勤務させない。

	
	B
	勤務に制限を加える必要のあるもの
	勤務の変更、勤務場所の変更、休暇(日単位のものを除く。)等の方法により勤務を軽減し、かつ、深夜勤務(午後10時から翌日の午前5時までの間における勤務をいう。以下同じ。)、時間外勤務(正規の勤務時間以外の時間における勤務で、深夜勤務以外のものをいう。以下同じ。)及び出張をさせない。

	
	C
	勤務をほぼ平常に行ってよいもの
	深夜勤務、時間外勤務及び出張を制限する。

	
	D
	平常の生活でよいもの
	　

	医療の面
	1
	医師による直接の医療行為を必要とするもの
	医療機関のあっせん等により適正な治療を受けさせるようにする。

	
	2
	定期的に医師の観察指導を必要とするもの
	経過観察をするための検査及び発病、再発防止のための必要な指導等を行う。

	
	3
	医師による直接又は間接の医療行為を必要としないもの
	　


様式第1号(第28条、第29条関係)
　
精密検査報告書
　
年　　月　　日
　
　　　所属長
　
　　　　　　　　　　　様
　
所属　　　　　　　　　
職名　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　印
　
　　精密検査を受けたところ、別紙診断書のとおり診断されましたので報告します。
様式第2号(第31条関係)
病状報告書
	年　　月　　日　　

　　組合管理者　　　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　

所属　　　　　　　　　　　　　　　

職名　　　　 氏名 　　　　　　　　印

　下記のとおり療養の現況を報告します。

	

	

	

	1　負傷又は発病の日 
	年　月　日
	3　療養休暇承認の日 
	年　月　日

	2
	療養開始の日
	年　月　日
	4
	休職命令の日
	年　月　日

	5
	傷病名
	　
	6　傷病の種類 
	□公傷病

□私傷病（□結核

　　　　　□結核以外）

	
	
	
	
	

	7　入院した病院等及びその期間 
	　
	年　月　日から　　年　月　日まで

	8　療養の状況及び傷病の経過

(1)　療養　□入院　□通院　□自宅（□往診を受けている　□往診を受けていない）

(2)　安静　□主に横になっている　□多少起居ができる　□起居ができる

(3)　手術　□行った（　年　月　日）　□行う予定（　年　月　日）

　　　　　　□行わなくてもよい

(3)　傷病　□良い方に向かっている　□変わらない　□悪くなっている

(4)　その他 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

	

	

	

	

	

	

	9　日常生活の概要

　(1)　すい眠　□よく眠れる

　　　　　　　　□普通　□よく眠れない

　(2)　食事　□よく食べられる

　　　　　　　　□普通　□余り食べられない

　(3)　起床時間　□規則的である

　　　　　　　　□不規則である

　　　　　　　　□ 　　　　　　　　

　(4)　入浴　□できる　□多少できる　□できない

　(5)　その他　□ 　　　　　　　　 
	※総務課の指示

　療養

　　　□　現況療養を適当

　　　□ 　　　　　　　　　　　

　勤務

　　　□可　(　年　月　日から)

　　　□不可(　年　月　日まで)

　　　□ 　　　　　　　　　　　

　通知

　　　□文書　　□口頭

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	10　今後療養を要する期間

　　　　　　　　　　□3月以内

　　□1月以内（　月　日まで）

　　　　　　　　　　□ 　　　　　　 
	

	
	

	
	

	11　添付書類及び資料

　(1)　診断書　　　(2) 　　　　　　

　(3) 　　　　　　　　　 
	備考

	
	


様式第3号(第32条関係)
傷病回復届
	所属
	　
	職名
	　
	氏名
	　

	病名
	　
	負傷又は発病年月日
	　
	主治医
	　

	
	
	
	
	
	

	療養をしていた期間
	　　年　　月　　日から

　　　　　　　　　　　　日間

　　年　　月　　日まで
	病状回復の状態
	別紙診断書のとおり

	
	
	
	

	
	
	
	

	勤務に関する所属長の意見
	所属長　職名　　　　　　　　氏名　　　　　　　　印　　

	
	

	
	

	　上記傷病のため長期療養中であったが回復したので、お届けします。

年　　月　　日　　

氏名　　　　　　　　印

　　組合管理者　　　　様

	

	

	

	衛生管理者所見
	1　傷病の回復状態について

2　その他

　
	　

備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


http://www.city.ojiya.niigata.jp/reiki/reiki_honbun/aj80005741.html
